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主          文 

      １ 原判決を次のとおり変更する。 

 第１審被告は，第１審原告に対し，５２８万円及びこれに対す

る平成２２年９月１７日から支払済まで年５％の割合による金員

を支払え。 

        第１審原告のその余の請求を棄却する。 

      ２ 訴訟の総費用はこれを１０分し，その１を第１審被告の負担とし，

その余を第１審原告の負担とする。 

事 実  

第１ 控訴の趣旨 

 １ 第１審被告は，第１審原告に対し，損害賠償金９３９７万円及びこれに対す

る国家賠償法（以下「国賠法」という。）違反行為日後の平成２２年９月１７日

から支払済みまで民事法定利率年５％の割合による遅延損害金を支払え。 

 ２ 訴訟の総費用は第１審被告の負担とする。 

 ３ 仮執行の宣言 

第２ 事案の概要  

本件は，第１審原告が，第１審被告の公務員の国賠法１条に違反する行為に

より，株式会社地域開発研究所（以下「ＲＤＣ」という。）の取締役辞任を余儀

なくされたと主張して，損害賠償を求める事案である。ＲＤＣは，国土交通省

発注の建設コンサルタント業務（ウォーターフロント開発等の調査企画立案業

務）の請負又は孫請を業務の中心としていた。第１審被告の公務員が，ＲＤＣ

の取締役である第１審原告の個人的な請願活動（国と公益法人との随意契約問

題の解消及び東京湾第２海堡保存を訴えるもの）が気に入らないと考えて，Ｒ

ＤＣの他の取締役にＲＤＣへの発注中止を示唆して企業存続の危機に怯えさせ，

このような威嚇牽制の下で，ＲＤＣの他の取締役に第１審原告を取締役辞任に

追い込ませたと第１審原告は主張している。  
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第３ 第１審原告の主張 

１ 本件の概要 

  第１審原告は，平成２１年までＲＤＣの代表取締役社長，平成２２年までＲ

ＤＣの取締役であった。第１審原告は，個人として，公益法人・随意契約問題

（国から発注される建設コンサルタント業務の多くが，公益法人に対して随意

契約で発注されて，民間企業はその孫請として業務を行っているという問題）

を解決して，業務の多くが実際に業務を行う民間企業に対して競争により直接

発注されるようにしたいと考えていた。また，第１審原告は，個人として，東

京湾第２海堡（以下「第２海堡」という。）の保存活動をしていた。第１審被告

の公務員は，ＲＤＣの他の取締役にＲＤＣへの発注中止を示唆する威嚇牽制行

為を行い（国賠法１条違反行為），ＲＤＣの他の取締役をして第１審原告をＲＤ

Ｃの取締役辞任に追い込ませた。 

２ 加害行為（公益法人・随意契約関係） 

 第１審原告は，随意契約問題解決のための請願活動の一環として，Ａ衆議

院議員に，ＲＤＣの会社概要中の業務実績の部分（甲１４の４４頁以降。以

下「ＲＤＣ資料」という。）を手渡した。Ａ議員は，平成２１年２月２５日の

衆議院予算委員会において，ＲＤＣ資料（会社名を伏せたもの）を，資料作

成会社に対する制裁を行わないという条件を付して国土交通大臣に手渡した。

同年３月以降，第１審原告の随意契約問題の活動を理由に，国土交通省本省

（以下「本省」という。）の担当官は，出先機関や関係の公益法人に対してＲ

ＤＣへの発注中止の指示（いわゆる「お触れ」）を行い，ＲＤＣのＢ取締役に

対して第１審原告をＲＤＣの代表取締役から退任させることを要求した。そ

の結果，第１審原告は，平成２１年６月，ＲＤＣの代表取締役からの退任を

余儀なくされた。 

 の本省担当官の行為は，職務上知り得た情報及び影響力を利用して所管

の業務に関して行ったものであるから，公務員がその職務を行うについてさ
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れたものである。 

 の本省担当官の行為は，第１審原告の請願権，表現の自由及び平等権を

侵害するものとして，国賠法１条違反行為である。  

３  加害行為（第２海堡関係） 

 平成２２年７月頃，第１審原告は，個人として，東京湾海堡ファンクラブ

（以下「海堡ＦＣ」という。）の事務局長の職にあった。海堡ＦＣは，平成２

２年７月２７日，国土交通省の出先機関である関東地方整備局（以下「関東

地整」という。）の副局長に，第２海堡の保存の要望書を提出した。その前日

に，本省港湾局の元局長及び第１審原告の２人は，港湾行政分野の公務員Ｏ

Ｂとして第２海堡の保存問題の解決策を探るために，関東地整の副局長と面

談した。関東地整の港湾空港部担当官は，第１審原告の第２海堡の保存活動

を理由に，部下の公務員及び関係の公益法人に対してＲＤＣへの発注中止の

指示（いわゆる「お触れ」）を行い，ＲＤＣのＢ取締役に対して，第１審原告

をＲＤＣの取締役から退任させることを要求した。その結果，第１審原告は，

平成２２年９月，ＲＤＣの取締役からの退任及び保有するＲＤＣ発行株式の

全部の譲渡を余儀なくされた。 

 の関東地整担当官及びその部下の行為は，職務上知り得た情報及び影響

力を利用して所管の業務に関して行ったものであるから，公務員がその職務

を行うについてされたものである。 

 の関東地整担当官及びその部下の行為は，第１審原告の請願権等を侵害

するものとして，国賠法１条違反行為である。 

４ 損害 

   ２及び３の行為の結果，第１審原告を除いたＲＤＣのすべての取締役は，Ｒ

ＤＣ倒産の恐怖から，第１審原告に対してＲＤＣの役員から辞任することを迫

った。その結果，第１審原告は，平成２１年６月１５日にＲＤＣの代表取締役

を辞任し，平成２２年９月１７日にＲＤＣの取締役を辞任することを余儀なく
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された上，保有していたＲＤＣ発行株式の全部を譲渡することを余儀なくされ

た。これにより第１審原告に生じた損害は，下記のとおりである。 

 役員報酬相当額  ４７４３万円(年収実績１１６９万円の５年分から平

成２１年及び２２年に受領した報酬１１０２万円を控除した金額) 

 退職金相当額   ２８００万円(退職金予定額３５００万円から実際に

受領した退職金額７００万円を控除した金額) 

 慰謝料      １０００万円 

 弁護士費用相当額  ８５４万円 ( から までの合計額の約１割) 

 ５ 消滅時効不成立 

   本件訴訟提起日は平成２７年１０月１５日である。国賠法に基づく損害賠償

請求をするには，加害行為を特定することが必要である。第１審原告は，弁護

士のアドバイスにより，平成２６年に複数の関係者からの事情聴取を開始して，

加害公務員等を知り，加害行為を特定できるようになった。第１審原告が加害

者を知ったのは，事情聴取による調査が終了した平成２７年７月１０日である。

同日から３年経過前に本件訴訟が提起されたから，消滅時効は完成していない。 

第４ 第１審被告の主張 

１ 本件の概要 

  第１審被告の公務員に国賠法１条違反行為があったことは否認する。 

２ 加害行為（公益法人・随意契約関係） 

 第１審原告の主張２の の事実のうち，平成２１年２月２５日の衆議院予

算委員会においてＡ議員による質疑があったことは認め，その余の事実は否

認する。 

 第１審原告の主張２の 及び の主張は争う。国土交通大臣は，所管の公

益法人に対して特定の民間企業への発注を停止するように指示したり，特定

の民間企業の役員を解任するように要求したりする権限は有していない。よ

って，第１審原告の主張事実を前提としても，第１審原告主張行為は，公務
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員の職務権限外の行為であるから，社会通念に照らして客観的・外形的にみ

て，職務の範囲に属する行為に当たらない。また，職務と密接に関連する行

為や，職務に付随する行為であるともいえない。 

３ 加害行為（第２海堡関係） 

 第１審原告の主張３の の事実のうち，平成２２年７月２７日頃の要望書

提出や関東地整の副局長との面談があったことは，事実関係を確認できなか

ったため不知であり，その余の事実は否認する。 

 第１審原告の主張３の 及び の主張は争う。その趣旨は，前記２ のと

おりである。 

４ 損害 

 第１審原告の主張４の事実は否認し，争う。第１審原告の取締役辞任はＲＤ

Ｃ内部の経営判断によるところが大きいので，第１審原告主張の加害行為があ

ったとしても損害との間の因果関係はない。 

５ 消滅時効 

   第１審原告は，平成２１年や平成２２年の時点で，第１審原告主張のお触れ

が出ていたことを認識していた。したがって，第１審原告の主張によっても，

第１審原告は，平成２２年８月の時点において，第１審原告主張の行為が本省

又は関東地整に所属する国家公務員によってされたことを知っていたことにな

る。そうすると，第１審原告は，遅くともＲＤＣの取締役を辞任した平成２２

年９月１７日の時点で，第１審被告に対する損害賠償が可能な程度に損害及び

加害者を知っていたことになる。同日から３年以上経過したので，第１審被告

は消滅時効（国家賠償法４条，民法７２４条）を援用する。 

理 由 

第１ 認定事実 

   証拠（甲１～９，１２，１４～３３，３７～６８，７１～８３，８７～９４，

１０１，１０４～１０８，乙１，２，証人Ｃ，同Ｂ，同Ｄ，同Ｅ，第１審原告
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本人）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実を認定することができる。 

 １ ＲＤＣの設立等 

   ＲＤＣは，昭和５８年に，建設コンサルタント業務等を営むことを目的とし

て設立された株式会社である。設立時は，第１審原告が発行済株式総数の過半

数を有していた。第１審原告は，自身がＲＤＣ内部においてワンマンの独裁者

になってはいけないと考えて，昭和６１年以降は，持株比率を発行済株式総数

の４３％程度に減らし，平成２２年までこの状態を維持していた。したがって，

第１審原告以外の株主全員が第１審原告の取締役解任に賛成した場合には，第

１審原告は自らの取締役解任を阻止できない状況に置かれていた。 

ＲＤＣの決算書類においては，設立後のすべての事業年度について，損益計

算書においては利益を出し，貸借対照表においては資本欠損や債務超過に陥っ

たことがなく，常に配当可能利益がある状態であった。ＲＤＣは，昭和６３年

以降，無配当の事業年度もあったが，株主に対して株式払込金の２．５％又は

５％の割合による配当をした事業年度も多かった。 

ＲＤＣは，建設コンサルタント業務の発注を受けて仕事を完成させることを

業務としてきた。建設コンサルタント業務のそもそもの発注の大元は第１審被

告が半分以上を占め，その余の部分も地方公共団体又はこれに準じる組織（公

的な地域協議会など）などの公的セクターであった。しかしながら，ＲＤＣに

対する直接の発注元は，第１審被告や地方公共団体から発注を受けた公益法人

からの孫請けとして注文を受けるものが全体の４割程度を占めていた。いずれ

にせよ，発注の大元の半分以上を占める国からの直接，間接の発注を止められ

ると，企業の存亡の危機に陥るというビジネスモデルであった。 

２ 公益法人・随意契約問題 

 第１審原告は，個人として，ＲＤＣが業務の中心としていた建設コンサル

タント業務のうち，第１審被告が大元の発注元であるものについて，随意契

約問題があるという政治的意見を有していた。すなわち，会計法等に基づけ
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ば発注を民間業者等の競争に付さなければならないのに，競争に付さずに随

意契約により公益法人に発注して，公益法人から民間企業に再発注されるも

のが多いことが問題であるという意見を有していた。非効率な公益法人が公

務員の現役出向先や天下り先として温存され，民間企業の収入が減少するこ

とが問題であるからであった。また，民間企業にとって，第１審被告の入札

に応じた実績が増えないため，第１審被告等の指名競争入札の参加基準が得

られる民間企業が増えないことにも問題があるからであった。 

 平成２１年１月頃，第１審原告は，公益法人との随意契約を原則として廃

止するという自己の政治的意見実現のための請願活動の一環としてＡ衆議院

議員と面会した際，Ａ議員に，ＲＤＣ資料（甲１４の４４頁以降）及び関東

地整の港湾航空局に属する東京湾口航路事務所（以下「湾口事務所」という。）

からの文書（甲１５。ＲＤＣの業務実績についてウェブサイトで「国発注の

財団からの再受注に関しては公表されては困ります。」と注意する内容のも

の）を手渡した。第１審原告としては，Ａ議員の勉強用資料として交付した

ものであって，Ａ議員がこれらの資料を他に公表することは，ＲＤＣの社名

を隠しての公表も含めて，想定していなかった。 

ところが，平成２１年２月２５日の衆議院予算委員会（甲１６）において，

Ａ議員が第１審被告と公益法人との随意契約問題についての質疑を行った際，

ＲＤＣ資料（ＲＤＣの社名を隠したもの）及び湾口事務所からの文書（甲１

５のうちＲＤＣの社名を隠したもの）を，当時の国土交通大臣に手渡してし

まった。Ａ議員は，資料記載の会社に制裁を加えないという条件を付し，国

土交通大臣は，制裁を加えないと明示的に約束して，ＲＤＣ資料等を受領し

た。また，Ａ議員は，同日の予算委員会における質問の中でＲＤＣ資料（甲

１４の５０頁）に記載がある公益法人（第１審被告等を発注元とする随意契

約の当事者で，第１審被告等からの請負人・民間企業への再発注者となる者）

として「財団法人リバーフロント整備センター」（以下「リバフロ」という。）



- 8 - 
 

及び「財団法人港湾空間高度化環境研究センター」（以下「ＷＡＶＥ」という。）

などの名称を，名指しして指摘した。 

 本省の担当者は，制裁を加えないという国土交通大臣の約束の趣旨に反し

て，ＲＤＣ資料の出典の調査を開始した。リバフロ及びＷＡＶＥにも，本省

担当者からの調査が入った。本省の担当者は，資料の出典がＲＤＣであり，

ＲＤＣの企業概要等がＡ議員の手に渡ったことを突き止めた。本省港湾局建

設企画室長は，平成２１年３月９日に第１審原告を本省に呼び出して，ＲＤ

Ｃ資料をＡ議員に渡したかどうか問い質した。第１審原告が肯定する回答を

したため，本省担当者には，Ａ議員にＲＤＣ資料等を手渡したのが第１審原

告であることが判明した。 

ＷＡＶＥは，第１審被告等からの請負人かつ民間企業への再発注者で，Ｒ

ＤＣの大口発注元の公益法人であった。ＷＡＶＥは，Ａ議員質問でＷＡＶＥ

の名前も出たことから，Ａ議員に資料を渡したのがＲＤＣの第１審原告であ

ることを本省の担当官から知らされて，Ａ議員質問及び第１審原告の行為を

迷惑であると感じていた。ＷＡＶＥの理事は，同年３月１３日に，格別の用

事もないのに第１審原告を呼び出して無言の圧力をかけるという牽制行為を

した。本省の担当者は，ＲＤＣへの発注の見直しがあり得ることを示唆した

上で自主的にＡ議員質問の再発防止策を示すようにＲＤＣの役員を牽制する

ことを，関東地整や公益法人に口頭で指示した。同年５月頃になると，Ａ議

員質問で法人名を出されたＷＡＶＥの主任研究員及びリバフロの専務理事は，

ＲＤＣのＢ取締役を呼び出して，「関東地整の指示でＲＤＣに仕事は出せな

い」と通告した。これを皮切りに，Ｂ取締役は，前年まで発注を受けていた

他の公益法人からも呼び出されて，Ａ議員質問へのＲＤＣ（第１審原告）の

関与が原因との示唆を受けつつ，ＲＤＣへの発注の見直しをほのめかされる

ようになった。ＲＤＣの社長である第１審原告も，同年６月上旬，ＷＡＶＥ

の理事長から「ＲＤＣが自主的に再発防止策を示さないと，ＲＤＣに対して
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発注することができない」と通告された。 

 第１審原告以外の３名のＲＤＣ取締役（Ｂ取締役，Ｆ及びＤ）は，公益法

人経由の第１審被告からの牽制を受けて，第１審原告についてけじめを付け

た人事を実行しないと，第１審被告を発注の大元とするＲＤＣの直接間接の

受注が減って，ＲＤＣが企業の存続の危機に陥ると考えるようになった。平

成２１年６月１５日のＲＤＣの取締役会（当時の取締役は４名）において，

Ｂ取締役ら前記３名の取締役は，第１審原告の代表取締役社長辞任（平取締

役に降格して会長就任）を要求した。第１審原告は，本省若しくは関東地整

の公務員又はその意を受けた公益法人の職員がＢ取締役らに圧力をかけたの

だと推察したが，具体的にどの役職者がどのように圧力をかけたのかは，皆

目分からなかった。第１審原告は，取締役会での多数決でも勝てないし，総

株主の過半数の議決権を有しておらず株主総会でも勝てないため，不本意な

がら，他の３名の取締役の意見に従って，代表取締役社長を辞任し，取締役

会長に退くこととした。 

ＲＤＣは，代表取締役社長が第１審原告からＢ取締役に交代したことを関

係の省庁や公益法人に報告し，プロポーザル（公募で受注業者選定を行う方

法）への応募を自粛するなど，自発的に謹慎しているかの姿勢を示して，事

業活動を続けた。第１審被告や第１審被告から発注を受けた公益法人からの

ＲＤＣへの発注総額は，平成２１年においては減少した。特に、リバフロな

ど本省河川局関係の公益法人からの発注は激減し，平成２３年以降は完全に

消滅したまま現在に至っている。本省港湾局関係の公益法人（ＷＡＶＥなど）

からの発注は，減少したもののある程度の額を維持した。全体として，ＲＤ

Ｃの企業としての存続が危うくなるところまでは減少しなかった。 

３ 第２海堡問題 

  大鑑巨砲時代である明治時代から大正時代にかけて，東京湾のうち神奈川県

横須賀市と千葉県富津市にはさまれた海域には，砲台を備えた人工島（海堡）
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が第１海堡から第３海堡まで３島建設された。第３海堡は，建設後まもなく関

東大震災により被災して危険な状態になったため，撤去された。第１海堡及び

第２海堡（いずれも千葉県富津市の富津岬沖にある。）は，砲台設置の使命を終

え，大鑑巨砲時代の名残りの遺構として残っている。文化庁は，文化財保護法

９５条の規定により，歴史的遺構たる第１海堡及び第２海堡について，埋蔵文

化財包蔵地として周知の徹底を図る措置をとった。この結果，第１海堡及び第

２海堡において発掘等の開発工事を行うには，同法９３条又は９４条の規定に

より，文化庁への事前協議や事前届出が必要となった。  

平成１４年９月１日，東京湾海堡を保存すべしという政治的意見を有する者

らが任意団体として海堡ＦＣを設立した。第１審原告は，設立時の発起人８人

のうちの１人で，海堡ＦＣの事務局長に就任し，ＲＤＣの本店事務所及び従業

員の一部を海堡ＦＣの事務所及び事務員として提供していた。また，ＲＤＣは，

海堡ＦＣの法人会員となっていた（甲３０）。公務員ＯＢの経歴を有する海堡Ｆ

Ｃの個人会員には，第１審原告のほか本省港湾局元局長などがいた。 

  湾口事務所は，多数隻の船舶の運航により常時混雑している東京湾の航路整

備の観点からは，第２海堡（陸地に非常に近い第１海堡よりも更に沖合に位置

する。）は，船舶の運航にとって危険な存在であり，できれば取り壊したいと思

っていた。このような考え方は対外公表していなかった。 

 平成２２年７月に，朝日新聞記者から海堡ＦＣに対して，第２海堡の砲台な

どの遺構が湾口事務所の手により破壊されたという情報提供があった。これを

受けて，海堡ＦＣは，関東地整に対して，第２海堡保存の要望書（甲２５）を

提出することになった。 

第１審原告は，この問題を穏便に治めるには，要望書提出前に，港湾事業関

係公務員ＯＢの海堡ＦＣ会員（本省港湾局元局長及び第１審原告）が，港湾事

業関係公務員の先輩として関東地整を訪問して，先輩後輩の関係を通じて海堡

ＦＣと関東地整を非公式に調停し，工事停止と遺構保存を納得させるのがよい
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という牧歌的な考え方を有していた。平成２２年７月２６日に，本省港湾局元

局長及び第１審原告が，公務員ＯＢの海堡ＦＣ会員として，関東地整の港湾関

係の事務所（横浜市）に関東地整の副局長を訪問して面談し，第２海堡の保存

を要請した。本省港湾局元局長及び第１審原告は，翌８月にも，非公式の調停

のため，関東地整の副局長と面談する約束を取り付けていた。関東地整の副局

長は，港湾航路関係の業務内容がよくわかっておらず，部下の関東地整の港湾

空港部長に対して，港湾事業関係公務員ＯＢたる海堡ＦＣ会員との面談の事実

を知らせなかった。翌２７日，海堡ＦＣは，海堡ＦＣのＧ会長名で，第２海堡

保存の要望書（甲２５）を関東地整副局長（横浜の港湾空港部）に提出した。

要望書（甲２５）には「第２海堡の整備は，海堡の歴史的な意義を認識した上

で進めていただきたい。第２海堡は埋蔵文化財包蔵地で，歴史的に貴重なもの

であり，遺構を保存した上での整備を要望いたします。」との記載があり，海堡

ＦＣの住所がＲＤＣ内と表示され，海堡ＦＣの電話番号もＲＤＣの電話番号と

同じ番号が表示されていた。 

その直後の平成２２年７月２９日付け朝日新聞朝刊（甲２６）に，埋蔵文化

財包蔵地として周知されている第２海堡の砲台等の遺構の破壊工事を，湾口事

務所が文化庁との事前協議を怠ったまま実行したことを報じる記事が掲載され

た。記事には，湾口事務所の担当者が「海堡を所有する第３管区海上保安本部

からも，海堡が埋蔵文化財包蔵地との引き継ぎはなく，認識がなかった。壊し

たものは元通りにならないが残っている部分もあり，県と話し合って慎重に扱

っていきたい」と述べたことが記載された。 

海堡ＦＣは，平成２２年８月４日には，海堡ＦＣのＧ会長名で，湾口事務所

長宛ての要望書（甲２７）を湾口事務所（横須賀市）に提出した。要望書（甲

２７）には「第２海堡の工事状況について，地元へ報告していただきたい。第

２海堡の遺構の工事着手前と現況について，地元に対し，詳しい報告をしてい

ただくことを要望いたします。第２海堡の現地を視察させていただきたい。第
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２海堡は現在，海上保安庁の管理にあり，上陸が禁じられているが，第２海堡

の遺構の現況を把握するため，第２海堡の現地視察を要望いたします。」と記載

され，海堡ＦＣの住所がＲＤＣ内と表示され，海堡ＦＣの電話番号もＲＤＣの

電話番号と同じ番号が表示されていた。 

さらに，平成２２年８月３０日付け朝日新聞朝刊の千葉版（甲２８）には，

海堡ＦＣのＧ会長らが同月１８日に湾口事務所長に対して第２海堡の砲台部分

の保存を申し入れた旨の記事が掲載された。記事には，湾口事務所長が「認識

不足だった。今後は守るべきものは守って工事を進めたい」と述べ，工事の状

況については今後担当官庁に報告する方針を明らかにしたと記載された。 

  Ｂ取締役は，平成２２年７月２９日の朝日新聞記事掲載後まもない同年８月

頃に，関東地整から呼び出された。関東地整の役職者は，平成２１年の公益法

人・随意契約問題（Ａ議員へのＲＤＣ資料提供問題）の時とは比べものになら

ないくらい厳しい口調で，Ｂ取締役に対して，第１審原告を名指しにして「第

１審原告の辞表を持ってこい」と威嚇し，第１審原告及びＲＤＣが湾口事務所

の政策（船舶運航上のリスク排除のための第２海堡撤去）に反する政治的意見

（歴史的遺構としての第２海堡の保存）を有し，その実現のための請願活動を

していることを指摘した。その上で，関東地整の役職者は，Ｂ取締役に対して，

第１審原告がＲＤＣから手を切らない限り，国はＲＤＣには発注しないという

強い警告をした。Ｂ取締役は，同じころ，ＷＡＶＥなどの有力公益法人（ＲＤ

Ｃの発注元）の役職者からも呼び出されて，同様の警告を受けた。 

これらの警告は，当時の関東地整の港湾空港部長（副局長よりも下位で，湾

口事務所長よりも上位のポストであり，関東地整の港湾部門における実質的な

実力者の地位にあった。）の次のような考え方によるものであった。すなわち，

ＲＤＣ及びその取締役である第１審原告は関東地整の協力会社（発注先）及び

その役員として，関東地整と一緒に仕事をすべき立場なのに，海堡ＦＣの中心

的活動家となって関東地整の政策に反対する政治的意見に基づく請願活動（第
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２海堡保存活動）をするのは，後ろから関東地整を撃ったようなものだという

考え方であった。関東地整の港湾空港部長は，部下に対して，第１審原告が海

堡ＦＣの活動を止めないのならＲＤＣへの発注を考えないといけないという指

示を出した（甲４１の８頁，１０頁，２１頁）。この指示は，関東地整の政策に

反対の意見に基づく請願活動を抑制する効果を持つものであった。 

関東地整の港湾空港部長からの指示を受けて，港湾航空部の部下の公務員や

その指示を受けた公益法人の役職者が，Ｂ取締役への威嚇的な警告を実行した。

しかしながら，当時は，第１審原告もＢ取締役も，威嚇的警告がどの公務員の

どのような指示によるものか，皆目見当が付かなかった。 

  関東地整やＷＡＶＥからの厳しい威嚇に強い衝撃を受けたＢ取締役は，ＲＤ

Ｃの企業防衛と２０名余りの従業員の雇用確保のためには，第１審原告が取締

役を辞任し，ＲＤＣ発行株式も全部手放すなど，第１審原告がＲＤＣから完全

に手を切ってもらわないといけないと考えるようになった。第１審原告以外の

他のＲＤＣ取締役（Ｂ取締役のほか，Ｆ，Ｄ及びＨ）も，関東地整やＷＡＶＥ

からの厳しい口調による威嚇（第１審原告の辞表をもってこい）に関するＢ取

締役の説明を聞いて，企業存続と従業員の雇用確保のためには，Ｂ取締役の意

見に従うほかないと考えるようになった。ＲＤＣの従業員の多くも，Ｂ取締役

からの説明を聞いて，同様に考えるようになった。Ｂ取締役は，平成２２年８

月に予定されていた海堡ＦＣ会員（本省港湾局元局長及び第１審原告）と関東

地整の副局長との面談約束を知り，これをキャンセルさせた。 

同月２８日開催のＲＤＣの取締役会では，第１審原告も出席の上で，海堡Ｆ

Ｃについて，ＲＤＣが海堡ＦＣの法人会員から退会すること及び海堡ＦＣの事

務局にＲＤＣの本店事務所を提供することを返上することが決議された。また，

同日の取締役会では，第１審原告以外の取締役の全員が第１審原告の取締役辞

任とＲＤＣ発行株式を手放すことを求めた。第１審原告は，本省若しくは関東

地整の公務員又はその意を受けた公益法人の職員がＢ取締役らに圧力をかけた
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のだと推察したが，具体的にどの役職者がどのように圧力をかけたのかは，皆

目分からなかった。 

同月３１日に開催されたＲＤＣの役員と従業員との意見交換会では，従業員

からは，第１審原告の行動はＲＤＣの存続とその従業員の雇用を危うくすると

いう意見が圧倒的多数を占めた。その後にＲＤＣの従業員から第１審原告宛て

に提出された要望書（甲３２）には「私どもは，平成２２年８月３１日におけ

る意見交換会の内容を踏まえ，第１審原告が取った行動（公益法人問題，東京

湾海堡問題）に対して，社会正義を貫く観点からは理解を示しますが，会社経

営の一端を担う取締役としては会社存続を危うくする行動であったと考えてお

ります。長年にわたってＲＤＣを支えていただいた功績を踏まえても，今後，

第１審原告が会社経営を担う取締役に留まることに対して不都合があると考え，

今回を期に取締役会長を辞任していただくように要望いたします。」などの記

載があった。第１審原告は，取締役会での多数決でも勝てないし，総株主の過

半数の議決権を有しておらず株主総会でも勝てないため，不本意ながら，同年

９月１７日，取締役を辞任し，保有するＲＤＣ発行株式も全部譲渡することと

した。 

第１審原告の退職金額は７００万円と決定され，そのころ，同額をＲＤＣか

ら受領した。第１審原告は，多くの民間企業の通例に従えば，第１審原告の退

職金額は３０００万円以上が相当であると考えている（役員報酬月額 40 万円

×勤続年数 27.4 年×功績倍率 3.0＝3288 万円）。株式の譲渡価額は，１株２万

５０００円（１７４株合計で４３５万円）とされた。第１審原告は，１株５万

円又は１株３万８５００円（時価純資産額をもとに算定した額）が相当である

と考えていた。 

４ 訴訟提起の経緯 

第１審原告は，第１審被告の公務員が，法令上の根拠なく民間企業であるＲ

ＤＣの経営に介入し，ＲＤＣへの発注停止の実行をほのめかしてＢ取締役に圧
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力をかけて第１審原告をＲＤＣの代表取締役や取締役から解任するようにＢ取

締役に仕向けることは，公務員等による国賠法１条違反行為であると考えてい

た。しかしながら，具体的にどの組織に属するどの職位にある者がどのような

行為をしてＢ取締役に圧力をかけたのかが，第１審原告には皆目分からず，公

務員の国賠法１条違反行為を特定して責任追及をすることができなかった。 

第１審原告は，平成２６年から平成２７年にかけて，弁護士のアドバイスに

より，平成２２年前後のＲＤＣの取締役や，同じ時期の関東地整の港湾航空部

長に面談してインタビューを試みた。その結果，インタビュー内容をもとにし

て，公務員の国賠法１条違反行為についての主張を，公務員の属する組織や役

職をある程度具体的に記述した上で組み立てることが可能となり，主張事実を

裏付ける具体的な間接事実の立証（インタビューの結果を書証（甲３９～４４）

として提出）をすることも可能となった。インタビューの結果，第１審原告は，

平成２１年のＡ議員質問の際のＲＤＣの経営への介入は本省港湾局関係の幹部

が主導したことを確信し，平成２２年の第２海堡問題の際のＲＤＣ経営への介

入は出先機関たる関東地整の幹部が主導したことを確信するに至った。訴状に，

公務員の国賠法１条違反行為について，想定される役職者をある程度具体的に

特定して記載することも，できるようになった。第１審原告は，平成２７年１

０月１５日に本件訴訟を提起した。 

第２ 認定事実に基づく判断 

１ 公益法人・随意契約問題 

省庁と深い関係を有する社団法人・財団法人は，公益法人改革の前後を通じ

て，公務員の現役出向の受入先や退職者の再就職先となっている。そのため，

公益法人改革前の公益法人たる社団法人や財団法人が，省庁から各種業務の発

注を安定的に受け，剰余金を確保しつつ安定した財務運営をしながら継続企業

のように存続し，現役出向公務員や退職公務員を雇用するための人件費等の経

費を確実に支払えるようにすることは，省庁にとって重要なことであった。競
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争入札等により，民間企業が，公益法人等からの孫請けでなく，第１審被告か

ら直接受注する事業が増加することは，避けたいという思いがあった。第１審

被告や公益法人からコンサルタント業務の発注を受ける建設コンサルタント会

社たるＲＤＣが，公益法人・随意契約問題を追及するＡ議員質問に関与してい

たことは，本省の公務員からは許しがたいことにみえた。 

公務員が，法令の根拠なく，所管の政策に反対の政治的意見を持って請願そ

の他の活動を行う民間人や民間企業に対して，当該活動を理由に差別的取扱い

や不利益な取扱いをすることはできない。前記認定事実によれば，当時ＲＤＣ

の代表取締役である第１審原告がＡ議員質問に関与したことを把握した本省職

員は，大臣の約束の趣旨に反して，発注の見直しなどを示唆して，ＲＤＣのＢ

取締役を通じてＲＤＣを牽制し，自発的に自粛とけじめをつけることを暗に求

めた。その結果，ＲＤＣが自発的に実行するという形による第１審原告のＲＤ

Ｃ代表取締役辞任とプロポーザルへの応募自粛というけじめが実現された。自

発的に自粛とけじめを付けることを暗に求めることも，法律上の権限がなけれ

ば，行うことはできない。本省職員が所管の業務（コンサルタント業務の発注）

に関して，権限もないのに，自ら又は所管の公益法人を介して，民間企業に役

員の選解任を自発的な形で実行するように求める行為は，国賠法１条に違反す

る。他方において，Ａ議員質問があったことを受けての本省職員の行為は，結

果的には，第１審原告個人への攻撃というよりは，ＲＤＣという民間企業の自

主的な経営への，法令の根拠に基づかない介入であった。企業体であるＲＤＣ

に対する賠償責任が認められる可能性はあるが，第１審原告個人に対する賠償

責任を肯定するには無理がある。 

２ 第２海堡問題 

湾口事務所（関東地整の港湾空港部に属する。）は，平成２２年当時，東京湾

における船舶運航のリスク除去という観点からの政策目標として，第２海堡撤

去の方針を有していた。この方針は，文化庁による第２海堡の埋蔵文化財包蔵
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地としての周知という障害を抱えていた。第２海堡の工事には，文化庁との事

前協議が必要となるほか，工事の実行が世論から文化財軽視という批判にさら

されるというリスクがあった。海堡ＦＣは，第２海堡保存を訴える任意団体で

あって，関東地整の政策（第２海堡撤去）に反対する立場の政治的意見を有し

ていた。 

関東地整から業務の発注を受ける企業でありながら，関東地整の政策に反す

る意見を標榜する団体（海堡ＦＣ）に加盟し，海堡ＦＣの事務局にＲＤＣの本

店事務所を提供し，海堡ＦＣが第２海堡保存の要望書を提出することは，関東

地整の港湾航空部長にとっては，許し難いことにみえた。文化庁との事前協議

を怠ったまま第２海堡の砲台等撤去工事を実行した湾口事務所を非難する内容

の新聞記事が，要望書提出直後に掲載されたことが，火に油を注いだとみられ

る。公務員が法令の根拠なく所管の政策に反対の立場の政治的意見を持って請

願その他の活動をする民間人や民間企業に対して，当該活動を理由に差別的取

扱いや不利益な取扱いをすることはできない。前記認定事実によれば，関東地

整の港湾航空部長は，第１審原告の請願その他の活動が止まないならＲＤＣへ

の発注を考えないといけないという包括的指示を部下に発した。部下の公務員

は，自ら又は所管の公益法人の役職者を介して，ＲＤＣへの発注停止の示唆に

よる牽制にとどまらず，第１審原告の辞表を持ってこいとＢ取締役に対して威

嚇的に警告して，第１審原告個人に対する制裁としての第１審原告のＲＤＣ取

締役からの完全な退任を求めた。これは，ＲＤＣという民間企業の自主的な経

営への法令の根拠に基づかない介入であると同時に，第１審原告個人の出処進

退への法令の根拠に基づかない介入であって，第１審原告個人に対する関係で

も国賠法１条に反する行為となる。何人も請願をしたためにいかなる差別待遇

も受けないことは，日本国憲法１６条において保障されている。なお，関東地

整の港湾空港部長の指示は，表面上は，ＲＤＣへの発注を減らせというもので

ある。しかし，その究極目的は，ＲＤＣへの発注額減少ではなく，海堡ＦＣ及
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び第１審原告に関東地整の政策遂行への障害となる政治的活動を止めさせるこ

と，関東地整の協力会社（ＲＤＣ）に対して関東地整の政策に賛同させること

（ＲＤＣが第２海堡保存活動を止めない場合には，やむを得ず協力会社から排

除すること）である。第１審原告が自発的に海堡ＦＣの活動を止めない場合に

は，港湾空港部長の部下職員が海堡ＦＣの活動を活発に行う第１審原告のＲＤ

Ｃ取締役辞任や退職を求めることにより，関東地整の協力会社から関東地整の

政策に反対する者を追放しようとすることもあり得ることは，港湾空港部長に

も容易に予測できることであった。仮に，港湾空港部長にそこまでの予測可能

性がなかったとしても，部下職員の行為（ＲＤＣへの発注停止を示唆しつつ，

これにとどまらず第１審原告の取締役辞任や退職を威嚇的にＢ取締役に要求し

た行為）は，何人も請願をしたためにいかなる差別待遇も受けないという日本

国憲法１６条の保障を無視したもので，その職務に関して国賠法１条に反する

行為をしたことになる。 

３ 損 害 

  公共事業の受注が売上の大半を占め，これがなくなると経営危機に陥る民

間の中小企業が，大元の発注元たる行政官庁から発注見直しの示唆の下に取

締役の解任を威嚇的に要求されれば，民間の中小企業がこれに応じてしまう

ことは，わが国においては，自然な成り行きである。そうすると，関東地整

の公務員による国賠法１条違反行為と第１審原告の取締役辞任との間には，

相当因果関係がある。そこで，辞任による損害額を， 以下で検討する。 

 役員報酬相当額 

  株式会社の役員報酬は，最終的には株主総会の決議により定まる（会社法

３６１条。なお，ＲＤＣの定款２３条は，取締役の報酬は株主総会決議で定

める旨を規定する。甲７２参照）。また，株式会社の役員報酬は，企業業績や

役員としての実績にも左右されるものであって，過去の支給実績と同額を将

来５年間にわたり確実に獲得することができるわけではない。そこで，最終
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役員報酬月額４０万円（甲８８）を取締役退任後１年間にわたり受けた場合

と同額に相当する４８０万円(400,000×12）を，損害として認めるのが適切

である。 

 退職金相当額 

   退職金は，最終的には株主総会の決議により支給の可否や額が決められる

ものであり，確実に受領が見込めるものではない。第１審原告が受領した７

００万円を上回る退職金を獲得できたかどうかは不透明であって，損害発生

は認められない。 

 慰謝料      

 精神的損害の発生を認めるに足りる証拠はない。 

 弁護士費用相当額 

 の１割である４８万円を損害と認める。 

４ 消滅時効 

  平成２２年までに第１審原告が知り得た情報等 

    前記認定事実によれば，平成２２年までの事実関係については，次のよう

に整理することができる。 

第１審原告は，ＲＤＣの他の取締役全員による辞任要求を受けた。第１審

原告は，平成２１年にＲＤＣの代表取締役を辞任した公益法人・随意契約問

題の際にも，平成２２年にＲＤＣの取締役を辞任した第２海堡問題の際にも，

他の取締役全員による辞任要求の原因は，本省若しくは関東地整の公務員又

はその意を受けた公益法人の職員によるＢ取締役らに対する牽制・威嚇行為

にあると推察していた。平成２２年当時の第１審原告は，公務員が法令上の

根拠なく発注停止をほのめかすという牽制・威嚇行為により，民間企業の経

営に介入し，第１審原告を代表取締役や取締役から解任するようにＢ取締役

らに圧力をかけることは，公務員による国賠法１条違反行為であると考えて

いた。しかしながら，当時の第１審原告は，具体的に第１審被告のどの組織
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に属するどの職位にある者がどのような行為をしてＢ取締役らに圧力をかけ

たのかが皆目分からず，これを解明する証拠もなく，証拠を取得する手がか

りも分からなかった。その結果，第１審原告は，公務員の国賠法１条違反行

為を特定して責任追及をすることができなかった。平成２２年の段階では，

第１審原告が訴状を作成したとしても，国賠法１条違反行為の点については

「Ａ議員質問により第１審原告が公益法人・随意契約問題の請願行為をした

ことを知り，海堡ＦＣの要望書提出等により第１審原告が第２海堡問題の請

願行為をしたことを知った国の公務員（本省又は関東地整に属する者のうち

の誰か）が，ＲＤＣへの発注停止などをほのめかしてＢ取締役らに圧力をか

け，第１審原告を代表取締役や取締役から解任するように仕向けた」という

程度の記載しかできなかったことになる。 

当時は，第１審原告は，後記 のインタビュー結果を記録した書証（甲３

９～４４）を有していなかった。そのため，第１審原告がどの公務員の怒り

をかい，これを受けて第１審被告の組織の中でどの公務員によりどのような

検討・判断が行われ，その結果どの公務員によりＲＤＣのＢ取締役らへの圧

力が加えられたが，第１審原告にとっては完全なブラックボックスであって，

その具体的内容が全く分からなかった。国賠法１条違反行為をした公務員が

どの部局のどのような役職者か（大臣・事務次官・技監等の高官か，本省の

局長・審議官級か，課長・課長補佐級又はヒラ職員か，出先機関の幹部・管

理職又はヒラ職員か）が，全く分からなかったものである。これでは，攻撃

防御方法として具体性を欠く。前記のような訴状を提出しても，第１審被告

の訴訟対応が，国賠法１条違反行為の点の主張は具体性を欠くので認否不能

であり，具体的事実を裏付ける証拠提出がなければ早期の口頭弁論終結を希

望するというようなものになることは必定であり，裁判所の訴訟指揮がこの

ような第１審被告の主張に影響される可能性も高かった。平成２２年の時点

における第１審原告は，訴訟において，国賠法１条違反行為の点について，
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公務員の行為を具体的に主張立証することができないために，実効性のある

訴訟活動ができない状態にあったというほかはない。 

以上によれば，平成２２年当時の第１審原告は，民法７２４条に規定する

「加害者」を知っていたとはいえない。したがって，平成２２年においては，

消滅時効は進行していないと解される。 

  第１審原告が加害者を知った時期 

    前記認定事実によれば，第１審原告が加害者を知った時期についての事実

関係を次のように整理することができる。 

第１審原告は，平成２６年から平成２７年までの間，弁護士のアドバイス

により，平成２２年前後のＲＤＣの取締役や，同じ時期の関東地整の港湾航

空部長に面談してインタビューを試みた。インタビューの記録を作成し，書

証（甲３９～４４）として提出することが可能になった。インタビューの結

果，第１審原告は，平成２１年のＡ議員質問の際のＲＤＣの経営への介入は

本省港湾局関係の幹部が主導したことを確信し，平成２２年の第２海堡の際

のＲＤＣ経営への介入は関東地整の幹部が主導したことを確信するに至った。

そして，インタビュー内容をもとに国賠法１条違反行為についての主張を具

体的に組み立て，訴状に公務員の国賠法１条違反行為を具体的に記載するこ

とが可能になった。公務員をある程度特定して主張することも可能になった。

主張事実を裏付ける間接事実の立証をすること（インタビューの結果を書証

（甲３９～４４）として提出）も可能となった。第１審原告は，平成２７年

１０月１５日に本件訴訟を提起した。 

    以上によれば，第１審原告が民法７２４条に規定する「加害者」を知った

時期は，平成２６年から平成２７年にかけてのインタビューが終了した時で

ある。それまでの間は，消滅時効は進行しないものと解される。 

   結 論 

第１審原告が加害者を知った時期は，平成２７年のインタビュー終了時で
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ある。第１審原告は平成２７年１０月１５日に本件訴訟を提起したから，消

滅時効が成立したということは困難であるというほかはない。消滅時効の主

張は，採用することができない。 

第３ 結 論 

   以上によれば，第１審原告の請求は，５２８万円及びこれに対する第１審原

告の取締役辞任日である平成２２年９月１７日から支払済みまで民事法定利率

年５％の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があり，その余は理

由がないから，原判決をそのように変更すべきである。訴訟費用の負担につい

て民事訴訟法６１条，６４条，６７条を適用する。仮執行の宣言については不

必要と認めるので，同法３１０条によりこれを付さないこととする。よって，

主文のとおり判決する。 
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